
被害者に対する適正な配慮の措置の実施６

職場におけるハラスメントへの事後の迅速かつ適切な対応

職場におけるハラスメントが生じた事実が確認できた場合においては、速やかに被害者
に対する配慮の措置を適正に行うこと。

■ 事案の内容や状況に応じ、以下の対応を行うこと。
（パワーハラスメント、セクシュアルハラスメントの被害者への対応を行う場合）

事案の内容や状況に応じ、被害者と行為者の間の関係改善に向けての援助、被害
者と行為者を引き離すための配置転換、行為者の謝罪、被害者の労働条件上の不利
益の回復、管理監督者又は事業場内産業保健スタッフ等による被害者のメンタルヘ
ルス不調への相談対応等の措置を講ずること。

（妊娠・出産・育児休業等に関するハラスメントへの対応を行う場合）
被害者の職場環境の改善又は迅速な制度等の利用に向けての環境整備、被害者と

行為者の間の関係改善に向けての援助、行為者の謝罪、管理監督者又は事業場内産
業保健スタッフ等による被害者のメンタルヘルス不調への相談対応等の措置を講ず
ること。

■ 労働施策総合推進法第30条の６、男女雇用機会均等法第18条又は育児･介護休業法
第52条の５に基づく調停その他中立な第三者機関の紛争解決案に従った措置を被害者
に対して講ずること。

取組例

ポイント

● 被害者に対する適正な配慮の措置には、取組例のほか、職場におけるハラスメント
により休業を余儀なくされた場合等であってその労働者が希望するときには、本人の
状態に応じ、原職又は原職相当職への復帰ができるよう積極的な支援を行うことも含
まれます。

行為者に対する適正な措置の実施７
職場におけるハラスメントが生じた事実が確認できた場合には、速やかに行為者に対す

る措置を適正に行うこと。

■ 就業規則その他の職場における服務規律等を定めた文書における職場におけるハラ
スメントに関する規定等に基づき、行為者に対して必要な懲戒その他の措置を講ずる
こと。併せて事案の内容や状況に応じ、被害者と行為者の間の関係改善に向けての援
助、被害者と行為者を引き離すための配置転換、行為者の謝罪等の措置を講ずること。

■ 労働施策総合推進法第30条の６、男女雇用機会均等法第18条又は育児･介護休業法
第52条の５に基づく調停その他中立な第三者機関の紛争解決案に従った措置を行為者
に対して講ずること。

取組例

● ハラスメントの事実が確認されても、往々にして問題を軽く考え、あるいは話が広
がるのを避けるため内密に処理しようとしたり、個人間の問題として当事者の解決に
委ねようとする事例がみられます。しかし、こうした対応は、問題をこじらせ解決を
困難にすることになりかねません。

● 適正な解決のためには、相談の段階から、事業主が真摯に取り組むこと、行為者へ
の制裁は、公正なルールに基づいて行うことが重要です。

● 行為者に対して懲戒規定に沿った処分を行うだけでなく、行為者の言動がなぜハラ
スメントに該当し、どのような問題があるのかを真に理解させることが大切です。

ポイント
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